
日本国内のうつ病患者は１００万人を超え、その数は急速に増え続けている。

職場のトラブルで精神障害を被ったとして従業員が会社を訴えるケースも

続出しているが、中小企業のメンタルヘルス対策は依然として進んでいない。

こうした中、経営者にとって「他人事」では済まされない判決が下された。

厚生労働省が３年ごとに実施し

ている「患者調査」では、うつ病

などの精神障害に苦しむ患者数も

報告されている。それによると、

平成８年に４３．３万人だった患者数

は、平成１４年には７１．１万人。平成

２０年調査では１０４．１万人となって

おり、わずか１０年ほどで２．４倍に

急増している。

この主な要因は、社会の多様化

にともない、あらゆる場面でスト

レスを受ける機会が増え、うつ状

態が増加する土壌ができているの

ではないかと推測されている。

また、うつ病の啓発活動によっ

て軽症者の受診が増えたことも要

因として考えられるが、その一方

で、うつ病患者の医療機関への受

診率は依然として低いことも報告

されており、実際に精神障害を被

っている人口は１００万人をはるか

に上回ると見られる。

こうした中、職場の対人関係や

解雇などで精神不調に陥り、従業

員が会社を訴えるトラブルも相次

いでいる。各地の地方裁判所では、

毎月のように損害賠償請求や安全

配慮義務違反など、会社側の責任

が問われる判例が出ており、多く

の経営者がメンタルヘルス問題を

「対岸の火事」と捉えていること

がうかがえる。

特に、大企業はメンタルヘルス

対策を講じているところも多い

が、中小企業は人材やコストが限

られるため、組織的な対策がほと

んど行われていないのが実情だ。

しかし、メンタルヘルス対策を「他

人事」や「後回し」などと考えて

はいられない判決が下された。

大手コンピュータ会社に勤める

Ａ氏は、社外でのトラブルが原因

で、加害者集団が雇った専門業者

や協力者による盗撮・盗聴・つけ

回しが行われ、職場の同僚らを通

じて嫌がらせを受け、業務に支障

が生じたことから会社に事実調査

を依頼。会社側は従業員への聞き

取り調査やＡ氏が提出した被害事

実を裏付けるＩＣレコーダーのデ

ータなどを調べたが、Ａ氏が主張

する被害事実は確認できなかっ

た。

Ａ氏は納得できる結果が得られ

ず、特例の休職を求めたが、それ

も認められずに出勤を促されたた

め、問題が解決されるまで出勤し

ないことを上司に告げた。その後、

有給休暇をすべて取得した後、約

４０日間にわたって会社を欠勤。そ

の間、会社側はＡ氏に対して出勤

するように何度も説得し、最後は

出勤命令も下したが、Ａ氏の「問

題が解決するまで就業はできな

い」との考えは変わらなかった。

その後、賞罰委員会が社内で開か

れ、諭旨退職の懲戒処分が決定。

Ａ氏はこの処分を不服として裁判

所に訴えた。

東京地裁は、「被害事実は認め

られず、会社も調査の経過や結果

を適切に説明しており、欠勤する

ことについて正当あるいはやむを

得ない理由は認められない」、「Ａ

氏が欠勤を継続した主たる理由

は、被害事実が認められないとい

う調査結果に納得できず、これに

固執したことにあるのは明らか」

と指摘。「就業規則に定められた

無断欠勤に該当する」、「職場放棄

ともいうべき事態で、債務不履行

の態様として悪質である」などと

して、諭旨退職処分は「社会的に

相当な範囲」と判断した。

その後、争いのステージは東京

高裁へと移ったが、裁判官の視点

は地裁判決とは異なるところに向

けられた。それは、Ａ氏が「被害

事実に固執していた」という点だ。

東京高裁は、Ａ氏の一連の言動

や被害事実に固執して出社しなか

った状況を踏まえ、「Ａ氏が申告

した被害事実は、被害妄想など何

らかの精神的な不調に基づくもの

ではないかとの疑念を抱くことが

できたと認められる」、「それなら

ば本人や家族、会社のＥＨＣ（環

境・衛生・安全部門）を通した職

場復帰へ向けての働きかけや、精

神的な不調を回復するまでの休職

を促すことが考えられ、精神的な

不調がなかったとすれば、欠勤を

長期間継続した場合には無断欠勤

となり、就業規則による懲戒処分

の対象となることを告知すべきだ

った」として、Ａ氏に対する諭旨

懲戒処分を無効と判断している。

会社側は上告したが、最高裁は

これを棄却。その理由として、「精

神的な不調のために欠勤を続けて

いる従業員に対し、会社は精神科

医による健康診断を実施するなど

した上で、診断結果に応じて、必

要な場合は治療を勧めた上で休職

等の処分を検討し、その後の経過

を見るなどの対応を採るべき」、

「出勤しない理由が存在しない事

実に基づくものだとして、それを

直ちに正当な理由がない無断欠勤

として諭旨退職の懲戒処分の措置

を執ることは、精神的な不調を抱

える従業員に対する使用者の対応

として適切なものとはいい難い」

と指摘している。

就業規則を整えるだけでなく、

それを正確に運用しなければトラ

ブルは避けられない。もし、従業

員に精神不調の疑いがあれば、会

社として自発的に何らかの措置を

講じなければならない��。そん

なことを考えさせられる今回の判

決は、経営者に対して警鐘を鳴ら

すような内容といえる。

現在、国や自治体でも、うつ病

に関する総合的な支援策を展開し

ているが、メンタルヘルス問題は

非常にデリケートで、自分で気付

く症状もあれば、周囲が先に変化

に気付くこともある。また、それ

が一時的なのか精神障害なのか、

本人も周囲も判断するのが難しい

ケースも少なくない。

うつ病患者の受診率が依然とし

て低いことを考えると、さらなる

啓発活動が求められる。職場にお

いても、まずは全従業員がメンタ

ルヘルスに対して関心を持つこと

が大切だ。そうした社内の事前対

策を後押しできるのは、中小企業

の一番身近なサポーターである税

理士事務所といえる。
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９月から全国統一キャンペーン
 関与先と税理士業界の永続的発展を応援

　日本税理士会連合会（池田隼啓
会長）はさきごろ、第１回理事会
を開き、「平成 25 年度・税制改
正に関する建議書」を決定した。
　建議書では、税務に関する専門
家として納税者の立場に立ち、①
公平な税負担②理解と納得のでき
る税制③必要最小限の事務負担
④時代に適合する税制⑤透明な
税務行政――という５つの視点が
基本として置かれている。
　建議項目は、「震災対応税制」（２
項目）、「所得税」（10 項目）、「法
人税」（６項目）、「消費税」（４項
目）、「相続税・贈与税」（３項目）、
「地方税」（３項目）、「複数税目共
通」（４項目）、「納税環境整備・そ

の他」（７項目）の 39 項目。
　納税環境整備では、「歳入庁の
創設については、十分に慎重な議
論を行うこと」、「マイナンバー（社
会保障・税番号制度）は当面、社
会保障分野と税務分野の限定的
な利用とすること」、「国税通則法
の目的を改正し、納税者憲章を早
期に成立させること」などの考え
が示されている。

　国税庁・国税不服審判所は
さきごろ、平成 23 年度（平成
23 年４月１日～平成 24 年
３月 31 日）における不服申立
ておよび訴訟の概要を公表し
た。
　それによると、税務署に対す
る異議申立ての発生件数は、徴
収関係および全税目において
件数が減少し、過去 10 年間
で最も少ない 3803 件（前年
度比 25.5％減）となった。異議
申立ての処理件数は 4511 件
で、「取 下げ」641 件、「却下」
413 件、「棄却」3082 件。納税
者の主張が何らかの形で受け
入れられた件数は 375 件
だった。

　一方、国税不服審判所に対す
る審査請求の発生件数は、過去
10 年間で最多となる 3580
件（同 16.1％増）。審査請求の
処理件数は 2967 件で、「却
下」285 件、「棄 却」1994 件。
納税者の主張が何らかの形で
受け入れられた件数は 404
件で、全体の 13.6％となって
いる。
　なお、平成 23 年度におけ
る訴訟の発生件数は 391 件
（同 11.7％増）で、訴訟の終結
件数は 380 件。このうち、国
側の一部敗訴が 20 件、全部
敗訴が 31 件で、納税者側の
主張が一部でも認められた割
合は 13.4％となった。

　全国税理士共栄会（南口純一会
長）による「全国統一キャンペー
ン」が今年も９月から始まります。
　このキャンペーンは、関与先事
業所と税理士業界の永続的発展
を応援するため、提携保険会社の
協力を得て、「ＶＩＰ大型総合保
障制度」と「全税共年金」の普及
を図る目的で行われています。
　「ＶＩＰ大型総合保障制度」は、
円滑な事業承継の実現や様々な
リスクから企業を守るため、５つ
の充実したプランを用意。まず、
『経営者大型保険（集団扱定期
保険）』は、掛捨の割安な保険料
で、入院や手術を含む総合的な
保障をする大型の生命保険で
す。経営者に万一のことがあった
時、最高２億円の大型保障で企

業を守ります。次に、『経営者保
険総合プラン』では、働き盛りの
経営者などの生涯保障のために
終身保険、養老保険、逓増定期
保険など多彩な保険を用意。役
員・幹部の退職金準備などにも
最適です。
　このほかにも、『経営者スー
パープラン』や『団体所得補償保
険』、『新・団体医療保険』を用意
し、中小企業や個人事業主を応
援しています。
　「全税共年金」は、月々１万円
から将来の備えができる独自の
拠出型企業年金保険。加入者本
人が掛金を拠出して、将来年金
あるいは一時金として受け取る
システムで、「税理士の関与先で
ある中小企業や個人事業の経営

者、役員、従業員などが自助努力
によって豊かな老後を築くこと
が出来るように…」といった思い
から創設されました。
　生活設計に合わせて掛金を自
由に設定できるため、まさに『無
理なく無駄なく』積み立てること
ができます。月払い（１口 5000
円で２口以上）と一括払い（１口
10 万円で任意の口数）を上手く
組み合わせることで、老後の生
活設計にマッチした積立ができ
るほか、掛金は加入後に変更す
ることも可能です。公的年金の
先行きに不安を感じる国民が増
えていますが、公的年金を補完
する制度としても注目を集めて
います。
　キャンペーンは今年で 27 回

目を迎えますが、過去のキャン
ペーンを通じて、これまで多くの
関与先関係者が「ＶＩＰ大型総合
保障制度」や「全税共年金」に加
入し、円滑な事業承継、安心して
医療を受けるための備え、退職
金の準備、公的年金の補完など
を実現させています。また、全国
税理士共栄会は各地区の税理士
協同組合と協力し、年間を通し
て「全税共関与先紹介カード」に
よる関与先紹介運動を重点施策
として実施しています。
　なお、日税グループの㈱日税ビ
ジネスサービス、㈱共栄会保険
代行、㈱日税サービスでは、創業
以来、全国税理士共栄会のご事
業のお手伝いをさせて頂いてお
ります。

税制改正建議書まとまる
納税者の立場で39項目

異議申立て件数が大幅減
納税者に対する救済状況

―全国税理士共栄会―

「チェックリスト」でミス防止
　職業専門家の役割に対して社
会的要請が高まる中、税理士の専
門家責任も厳しく問われている。
そこで、万が一のトラブルに備
え、多くの税理士が「税理士職業
賠償責任保険」（税賠保険）に加
入しているが、実際に発生した損
害賠償事故を見ると、「単純ミス」
「うっかりミス」が目立つ。
　2010 年度における保険金の支
払件数を税目別で見ると、消費税
が 48.3％とほぼ半数を占めてい
るが、そのほとんどが届出書の提
出失念など「うっかりミス」が原
因となっている。たとえば、Ａ税
理士の関与先は経営改善のため
大規模な設備投資を計画し、Ａ税
理士と相談を重ねて多額の設備
投資を行った。翌年、Ａ税理士は
関与先が簡易課税適用事業者で
あることに気付き、消費税簡易課
税制度選択不適用届出書の提出
ミスが発覚。関与先は消費税額の

還付を受けられず、簡易課税適用
による納税が生じてしまった。
　また、Ｂ税理士の関与先は長年
税務調査がなく、仕入先や外注先
が決まっていたこともあり、請求
書や領収書の収受は一部を除い
て行っていなかった。一方、Ｂ税
理士が関与先を訪問するのは年に
数回で、関与先がまとめた資料の
みで申告書を作成し、帳簿や請求
書の確認は一切行っていなかっ
た。そこへ国税局が調査に入り、
関与先の仕入税額控除を否認。Ｂ
税理士が帳簿や請求書の保存義
務について確認し、十分な説明を
行っていれば仕入税額控除は受け
られたとして、関与先との過失相
殺により、Ｂ税理士に５割の責任
負担があるとされた。
　さらに、Ｃ税理士は一括比例配
分方式を選択すれば消費税の還
付が受けられることを認識しなが
ら、コンピュータの入力ミスによ

り個別対応方式を選択。その結
果、消費税の還付を受けられず、
Ｃ税理士の善管注意義務違反と認
められた事例がある。
　法人税でも「うっかりミス」が
少なくない。たとえば、事前確定
届出給与に係る改正内容を十分に
理解せず、届出書を一度提出すれ
ば、支給者・支給内容・金額に変
更がない限り２期目以降の提出は
必要ないと誤認した事例。また、
外国子会社からの配当金に対して
外国税額控除の適用計算を失念
した事例や、青色承認申請書の提
出期限を法人設立後４カ月以内と
誤認し、欠損金を繰り越すことが
不可となった事例がある。
　所得税では、不動産取得価額を
１桁少ない数字で減価償却費を計
算した事例や、青色事業専従者給
与の変更届出書の提出を失念した
事例。相続税では、小規模宅地等
の課税価格の特例を失念した事

例や、相続税額の２割加算対象者
の適用要件を誤って申告した事例
などで、いずれも依頼者から損害
賠償が請求されている。
　こうしたミスを防止するため、
ぜひ活用したいのが「自己診断
チェックリスト」だ。これは、公
益財団法人日本税務研究センター
の監修によるもので、ミスが生じ
やすい処理を担当者と確認者で
ダブルチェックするように作られ
ている。これまでの「法人税申告」
「消費税申告」「消費税選択」の
ほかに、「相続税申告」「譲渡所得
税（土地等・建物の譲渡）申告」
のチェックリストも追加されてお
り、事務所内のケアレスミス防止
に役立つツールといえる。
　「自己診断チェックリスト」や
過去の保険事故事例は、税賠保険
の取扱代理店である㈱日税連保険
サービスのホームページに掲載さ
れている。

届出書を忘れて過大納付

日税連
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質の高いサービスを継続的に提

供するため、�田一毅税理士がこ

だわりを持っているのが『顧問料

の設定』だ。

「事務所経営を安定させるため、

顧問料に『あんしん料』を加算し

ています。そのプラス分を活用す

れば、新たに職員を採用すること

ができます。また、職員の給与に

還元することで、職員の生活が安

定し、仕事への意欲が沸き、お客

様の満足度を高めようと努力しま

す。つまり、付加価値サービスを

提供することができるのです」。

『あんしん料』を加算すれば、

それだけ顧問料は高くなる。開業

当初は関与先も少なく、顧問料を

高く設定することに躊躇しがちだ

が、それでも�田税理士は『あん

しん料』にこだわった。「顧問料

の安さを求める方は、もっと安価

な事務所に移っていくと思いま

す。また、顧問料を安価にして関

与先が増えたとしても、事務所の

経営基盤は安定しません。スタッ

フ一人当たりの業務処理量には限

界があるからです。高い報酬を支

払っても、関与先が納得するだけ

のサービスを提供することが重要

だと考えます」。

みなとみらい税理士法人は医療

分野に特化しており、関与先の情

報を収集分析して独自データを作

り上げている。これらのデータは、

リアルタイムな情報としてクリニ

ックの経営指標となるため、関与

先からも非常に喜ばれている。そ

のほかにも、様々な付加価値サー

ビスをワンストップで提供してい

るが、�田税理士には顧問先が少

ない頃からずっと変わらず大切に

していることがある。

それは、「お客様のＳＯＳを見

逃さないこと。そのときは何をお

いてもすぐに駆けつけること。そ

れが一番の付加価値だと考えてい

ます。体はひとつしかありません

ので、すべての相談に対して所長

自身が対応することはできませ

ん。ただ、その中には重要性の高

い内容があります。そうした場合

には、すべての予定をキャンセル

してでも駆けつけます。お客様か

ら『高い顧問料だね』と指摘され

ることもありますが、『でも、有

事の際にはよくやってくれるか

ら、仕方がないね』と言われます。

そんな折には、事務所の価値を認

めて頂いているのだなと実感しま

すね」。

現場主義の�田税理士は、関与

先の規模の大小を問わず、税務調

査には必ず立ち会うようにしてい

る。そこにも、「お客様に安心し

てもらいたい」という想いが感じ

られる。また、関与先に長く安心

して相談してもらうため、スタッ

フの終身担当制を採用している点

もユニークだ。「私にとっても、

担当するスタッフにとっても、お

客様との出会いは大切なご縁であ

り、一生のお付き合いであると考

えています」。

みなとみらい税理士法人は、ス

タッフと関与先の定着率が極めて

高い。また、営業活動は一切行っ

ていないが、関与先や金融機関、

医療関係者などからの紹介だけで

毎年多くの新規契約に繋がってい

る。まさに、『あんしん料』が生

みだした成果だといえるだろう。

「見込み客から『リーズナブル

な事務所を見つけたので』と断れ

たこともあります。それでも、こ

れまでの税理士人生を振り返ると

『あんしん料』の重要性を強く感

じますね。何より、お客様に喜ば

れるサービスを提供できるのは、

素晴らしいスタッフたちが入所し

てくれたおかげです。昔と比較す

ると、今の若手の所長税理士は大

変かもしれませんが、最初にボタ

ンを掛け違えると、その後で軌道

修正するのは至難の業です。私ど

もは医療支援に特化しています

が、誰も手を付けていない分野も

探せば必ずあるはずです。そこに

特化してサポートできれば、事務

所にとって強い武器となるでしょ

う。若手の所長税理士には、独自

のカラーを確立して盤石な基盤を

築き、税理士の無償独占がなくな

ってもお客様に求められるような

事務所作りを目指してほしいです

ね」。

関与先の自計化を推進している

大橋規克税理士。「経営者の中に

は記帳代行も含めて顧問契約を依

頼してくる方もいますが、実際に

大変なのは、資料などを整えて会

計事務所に送るまでの作業です。

それならば、帳簿の作成まで自社

で完結させた方がコストも抑えら

れ、経営上の数字もタイムリーに

把握できます」。

ただ、自計化を図るためには、

経理担当者のスキルが求められて

くる。そこで、大橋税理士が力を

注いでいるのが、関与先の経理担

当者の教育だ。「経営者に対して

『私が責任を持って経理担当者を

育てます』と告げると、大半は自

計化を了承してくれます」。

経理担当者がいない小規模な会

社には、経理に精通した派遣社員

の雇用を勧めている。「経理の経

験者であれば、週に１回、３時間

ほどの契約で十分ですから、毎月

のコストも少額で済みます。会計

事務所のように担当者が変わるこ

ともなく、その方を気に入ったら

出勤回数を増やすこともできる

し、正社員として採用することも

できるかもしれません」。

あくまで自計化にこだわる大橋

税理士だが、関与先のメリットの

ほかに、もうひとつ大きな理由が

ある。それは、税理士として『経

営者と話をすること』に時間を費

やすためだ。税金の相談はもちろ

ん、大橋税理士が得意とする経営

計画の立案、家族の話など、経営

者とのやり取りの内容は多岐にわ

たるが、『経営者が何でも相談で

きる専門家』というところに税理

士の役割、税理士としての価値が

あると考えている。

「経営者は会社のトップとして

非常に厳しく、鋭いものです。難

しい質問や厳しい指摘を受けるこ

とも多々あります。しかし、そう

した難題も全力で受け止め、それ

に応えることで信頼関係が生まれ

てきます。コンサルティングなど

という立派なことをしているわけ

ではありません。いかに頼れる相

談相手になれるか、それだけを目

指しています」。

経営者の中には、単に申告書の

作成だけを依頼してくるケースが

ある。そのような場合、大橋税理士

は「もっと安いところがあると思

いますよ」などと契約を断ってい

る。「記帳代行を否定しているわ

けでもなく、自分のやり方がコア

ビジネスとも思っていません。む

しろ、自分は間違っているのでは

ないかと悩むこともあります。関

与先や他士業の方から紹介を受け

たのに、経営者に自計化のメリッ

トを説明しても話が折り合わず、

顧問契約に至らなかったケースが

多々あります。『全部、引き受け

ます』と言えば契約できたのに、

商売が下手なのか、単なる頑固者

なのか、いつも断ってしまいます。

信念を貫いているといえば聞こえ

はいいですが、正直、心が揺れ動

くことも少なくありません」。

それでも、関与先の経理担当者

のレベルは日増しに高まってお

り、開業当初から目指してきたワ

ークスタイルをほぼ確立させてい

る。「経営者から顧問契約を解消

されても、社内の経理処理はまっ

たく問題ないほど完璧になってき

ましたね」と笑うが、これまで顧

問契約が解消されたことはほとん

どない。まさに、経営者との信頼

関係がしっかり構築されている証

といえるだろう。また、口コミや

紹介によって、別の会計事務所に

記帳代行などを依頼している経営

者が、大橋税理士にアドバイザー

として契約を依頼してくるケース

も増えている。

今後は、関与先の経営者やドク

ターなどとコミュニケーションを

深めながら、ライフプランナーと

して人生設計をサポートしたいと

考えている大橋税理士。「お客様

の老後までの人生を一緒に考える

ことができる。これも税理士とい

う立場だからこそできる仕事だと

思います。これからも自計化のお

手伝いをしながら、お客様に頼っ

てもらえる存在になれるよう努力

していきたいですね」。

マネージメント・ポリシー

『あんしん料』の大切さ
みなとみらい税理士法人
�田会計事務所 （神奈川・横浜市）

代表社員 �田一毅 税理士

��職員の安定がサービスの充実に繋がる

��税理士の価値は経営者との時間にある

関与先の自計化を後押し
大橋税理士事務所 （東京・港区）

所長 大橋規克 税理士

３平成２４年・夏号 マネージメント・ポリシー



Ｑ
私は青果業を営む個人事業

者です。年間の売上高はお

よそ８００万円程度で推移し

ていましたが、昨今の不景気に立

ち向かうべく、店舗をリニューア

ルし、また、宅配サービスを始め

たことなどが功を奏したようで、

今年から飛躍的に売上高を伸ばす

ことができました。結果、平成２４

年分の課税売上高は２０００万円を超

えることが予想されます。

私は平成２６年から課税事業者に

なるものと思われますが、納税義

務の判定では、基準期間である平

成２４年分の課税売上高は税抜金額

を用いることになるのでしょう

か？

Ａ
☆基準期間における課税売

上高の計算

納税義務の判定では、基

準期間中の課税売上高から課され

るべき消費税額等を除いた税抜金

額を用いることとされています。

ただし、基準期間中に免税事業者

であった場合には、免税事業者の

課税売上高には消費税等が課され

ていないものと考えますので、た

とえ外税方式により別途５％の消

費税額等を収受していたとして

も、その消費税額等を含めた全額

が判定に用いる金額となります。

基準期間中に免税事業者の場合

の納税義務判定については、十数

年にわたる論争の末に最高裁で結

審した事案もあるくらい、実務上

のトラブルが絶えなかったところ

です。法令を単純に文理解釈した

場合には、「免税事業者の課税売

上高にも課されるべき消費税があ

る」と読めてしまうことも、混乱

の一因なのでしょう。

筆者としては、免税事業者が収

受した消費税等は、たとえ消費税

等という名目で収受していても、

価格の一部だと割り切らざるを得

ないように思えるのですが…？

☆平成２３年度改正に注意

平成２３年度改正により、基準期

間における課税売上高が１０００万円

以下の場合でも、直前期の上半期

（特定期間）における課税売上高

が１０００万円を超える場合には、納

税義務を免除しないこととなりま

した。この改正は、平成２５年１月

１日以後に開始する年または事業

年度から適用されますので、個人

事業者は平成２５年分から改正法が

適用されることになります。

したがって、質問者のケースで

は、平成２３年中の課税売上高が

１０００万円以下であっても、平成２４

年１月１日から６月３０日までの課

税売上高が１０００万円を超える場合

には、平成２５年分の納税義務は免

除されないこととなりますのでご

注意ください。

☆給与等の支払額による判定

特定期間における課税売上高

は、売掛金を計上したところのい

わゆる発生ベースで認識すること

になります。そこで、期中現金主

義で記帳しているような小規模事

業者に配慮して、特定期間中の課

税売上高に代えて、給与等の支払

額で納税義務を判定することも認

めることとしています。この取扱

いは、特定期間中の課税売上高の

計算が困難な事業者に限定されて

いるわけではありませんので、結

果として、特定期間中の課税売上

高と給与等の支払額のいずれもが

１０００万円を超えている事業者だけ

を納税義務者に取り込むことにな

ります。

したがって、質問者の平成２４年

上半期における課税売上高が１０００

万円を超えている場合であって

も、同期間中の給与等の支払額が

１０００万円以下であれば、平成２５年

は免税事業者となることができま

す。なお、判定に用いる給与等の

支払額には、所得税が非課税とな

る通勤手当や旅費などのほか、未

払給与も含める必要はありませ

ん。たとえば、給与の支払基準が

月末締めの翌月５日払いの場合、

平成２４年７月５日に支払った同年

６月分の給与等の金額は、平成２５

年分の納税義務判定に考慮する必

要はありません。

（つづく）

請求人Ａは、相続によって取

得した土地を広大地と判断して

税務申告を行った。しかし、当

局は土地の評価額に誤りがある

として相続税の更正処分および

過少申告加算税の賦課決定処分

を行ったことから争いが勃発。

異議申立ても棄却され、争いの

ステージは国税不服審判所へと

移った。

当局の主張は次のとおりだ。

�１財産評価基本通達２４―４（広大

地の評価）に定める「その地域」、

すなわち争点となった土地が存

在する地域において、本件土地

を標準的な宅地の地積に基づき

区画割りすると、公共公益的施

設用地の負担を生じることな

く、４区画に分割して路地状開

発することが可能、�２路地状部

分の土地は道路に限らず駐車場

として利用できるため、建ぺい

率・容積率の算定上道路を開設

するよりも有利な点がある、�３
周辺地域に路地状開発の事例も

あり、本件土地も路地状開発が

最も合理的な開発である��な

どとして、本件土地は広大地に

該当しないと判断した。

当局の４区画に対して

道路含む５区画を主張

一方、請求人Ａは、�１相続し

た土地は、近隣地域の標準的な

宅地の地積と比べて著しく広大

で、区画割りした戸建分譲地と

することが最も有効な使用とい

える。そして、この地域におけ

る行政指導に従い、最低敷地面

積を８０�程度として５区画に分

割して開発すると道路の開設が

必要となる、�２当局が主張する

ように４区画に分割するとして

も、この土地は県内でも有数の

高級住宅地というイメージがあ

り、多少の潰れ地ができても、

全区画が道路に接面する開発の

ほうが、当局が主張する有利性

よりも土地の交換価値を上げる

ため、市場の需要の観点から見

ても合理性がある、�３相続が発

生した５年ほど前に、隣接地が

道路を開設した戸建分譲地とし

て開発されている。この事例を

みても、道路を開設することが

最も経済的に合理的な開発とい

える��などと広大地と判断し

た理由を挙げている。

評価対象地の地域内を

詳細かつ具体的に調査

両者の主張に対して審判所

は、評価対象地の地域内を詳細

かつ具体的に調査し、次のよう

な判断を下している。まず、「標

準的な宅地の地積」について、

「本件土地が所在する地域の開

発事例として、当局は一部の区

画のみの面積に基づいて判定す

るなど、判断基準となる開発事

例の選択が合理的ではなく、当

局の主張は採用できない」と指

摘。

また、「本件土地を開発した

場合、宅地の区画として４区画

または５区画に分割して開発す

るのが経済的に合理的だと認め

られる」ことを前提に、「路地

状開発による事例も周辺に見ら

れるが、これらの事例は道路を

開設した開発がもとより困難な

土地で、本件土地とは条件が異

なる」、「評価対象地が存在する

地域では、道路を開設した開発

事例が路地状開発の事例より多

く、本件土地の隣接地の開発も

含まれている。それら路地状開

発をみると、比較的小規模な土

地についてのみ行われ、開発に

よる区画数も２区画ないし３区

画にとどまっており、土地の形

状や公道との接続状況が本件土

地と類似するケースでの路地状

開発は見受けられない」として

本件土地を広大地と認め、当局

の処分を全部取り消している。

熊王税理士の
ワンポイント講座

税務署から広大地評価を否認され、国税不服

審判所に判断を委ねるケースは少なくない。

中でも争点になりやすいのが、区画割りする

際に道路を開設する必要性の有無だ。

昭和５９年学校法人大原学園
に税理士科物品税法の講師
として入社し、在職中に酒
税法、消費税法の講座を創
設。平成４年同校を退職し、
会計事務所勤務。平成６年
税理士登録。平成９年独立開業。東京税
理士会会員相談室委員、東京税理士会税
務審議部委員、日本税務会計学会委員、
大原大学院大学准教授ほか。消費税関連
の書籍も多数執筆。

４

熊王征秀（くまおう・まさひで）税理士

消費税の落とし穴はココココだだ�
平成２５年から大きく変わる

納税義務の判定方法に注意�

税務スクランブル
～～審審判判所所のの視視点点～～

広大地評価で納税者に軍配
当局の「路地状開発」を認めず

税務会計情報 平成２４年・夏号



株式会社日税サービス 創立40周年記念セミナー

中小企業が抱える
労務問題

対岸の火事では済まされない

～関与先のトラブルを防ぐために、税理士が知っておきたいこと～

「最新の人事労働実務の動きと中小企業への影響」

参加費

無料

　セクハラ、パワハラ、解雇や賃金の問題・・・中小企業を取り巻く環境が大きく変わる中、
各地で労務に絡んだトラブルが多発しています。従業員が働きやすい環境を整えることは、
経営者にとってまさに喫緊の課題です。また、労務紛争は企業の成長にも悪影響を及ぼす
ため、中小企業を関与先に抱える税理士先生にとっても他人事ではありません。
　本セミナーでは、中小企業が抱える労務問題と対策について、５人のスペシャリストが
具体的な事例を交えながら解説します。ぜひ、ご参加ください。

〒163-1529　東京都新宿区西新宿1-6-1 新宿エルタワー29階  ☎ 03-3340-6494   http://www.nichizei.com/日税グループ
株式会社日税サービス　☎ 03-5323-2111　担当：宮本、稲垣記念セミナーのお問い合わせ・申込みは

岡芹　健夫氏　
弁護士（髙井・岡芹法律事務所 所長）
㈱日税ビジネスサービス取締役

嘉納　英樹氏　
弁護士（アンダーソン・毛利・友常
法律事務所パートナー）

浜口　伝博氏　
医師・医学博士
（ファームアンドブレイン(有)代表）

多田　智子氏　
社会保険労務士（多田国際社会
保険労務士事務所）

石川　了氏　
財団法人労務行政研究所
「労政時報選書」編集長

　

1994年弁護士登録、同年髙
井伸夫法律事務所入所。
2010年に名称変更し、所長就
任。第一東京弁護士会労働
法制委員会委員。

1995年司法研修所修了。米
国の法律事務所勤務を経て、
2000年から現事務所で勤務。
2004年パートナー就任。人事
労働実務全般を専門とする。

㈱東芝、日本ＩＢＭ㈱にて専属
産業医として勤務。2010年に
ファームアンドブレイン社を立ち
上げ産業保健コンサルティン
グを展開中。中央労働基準局
長賞受賞。

上場・中堅企業の就業規則・
労務相談に関する労務コンサ
ルティングを中心に積極的に
活動。MBA取得。修士論文
「ADR時代の労使紛争」が
優秀賞を受賞。

1985年労務行政研究所に入
所。専門誌記者として企業の
各種人事制度を取材・調査。
調査室長、ＣＲ室長などを経て
現職。ＣＤＡ（キャリアデベロッ
プメントアドバイザー）。

開 催 要 項

第一部　基調講演 14：00～15：00

「中小企業の労務問題と対策について」
  ～税理士の立場からできること～

第二部　パネルディスカッション 15：00～17：00

2012年10月９日（火）　14:00～17:00
株式会社損害保険ジャパン（東京・新宿区）　本社ビル２階　大会議室
税理士
無料
250名（先着順とさせて頂きます）
日税グループ： ㈱日税サービス　㈱日税ビジネスサービス
 ㈱日税不動産情報センター　㈱共栄会保険代行

開催日時
場 所
参加対象
参 加 費
定 員
主 催

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー

パ
ネ
ラ
ー

テーマ

テーマ

嘉納 英樹　弁護士（アンダーソン・毛利・友常法律事務所パートナー）
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　中小会計要領の一番の特徴
は、『中小企業でも簡単に利用で
きる会計ルール』というコンセ
プトで作られている点だ。たと
えば、「経理人員が少なく、高度
な会計処理に対応できる十分な
能力や経理体制を持っていな
い」、「会計情報の開示を求めら
れる範囲が、取引先、金融機関、
同族株主、税務当局などに限ら
れている」、「主に法人税法で定
める処理を意識した会計処理が
行われている場合が多い」など、
中小企業の実態を考慮して作ら
れており、中小企業庁でも「大
多数の中小企業にとって利用可
能な会計ルール」とアピールし
ている。
　自社の経営力の強化、資金調
達力の強化を実現させる中小会
計要領。現在、事務局を務めて
いる中小企業庁や金融庁を中心
に、国としても中小会計要領の
普及・活用の促進を全力で図っ
ている。
　特に、平成 24 年度から平成
26 年度の３年間は、中小会計要
領の集中広報・普及期間とされ、

「各機関や団体は、取り組み可
能な様々な方法を駆使して、中
小企業の経営者が中小会計要領
を知り、その内容を理解できる
ように広報・普及を図る」とさ
れている。
　すでに、中小企業庁では「新
しい会計ルール　『中小会計要
領』ができました !!」と題した
パンフレットを作成。表紙には、
「もっと資金調達をスムーズに
行いたい…」「頑張っているの
に、経営が良くならない…」と
いった問題を、「中小会計要領を
使って解決していきましょう !!」
と大きく書かれている。
　また、「経営力・資金調達力強
化を目指す中小企業のための『中
小会計要領』の手引き」と題し
たパンフレットでは、決算書の
作成や会計を経営に活用するた
めのポイントなどを分かりやす
く解説。そのほか、中小会計要
領を紹介するポスターを作成し
て全国の拠点に配布。
　さらに、中小企業団体や金融
機関などと連携し、「中小企業会
計啓発・普及セミナー」を開催。

平成 24 年度中に延べ 400 回
程度（受講者目標２万人）の開
催を目指している。
　中小会計要領のセミナーは、
各地の法人会でも開催が予定さ
れている。また、全国の商工会
議所でも「会計を経営に活かす
経営者向け会計セミナー」など

と題した無料セミナーが開催さ
れている。そこでは、中小会計
要領に基づく「適切な会計処理
による決算書」を作成すること
の意義や必要性、それを実務に
活かして経営力を高めるための
ポイントなどが解説されてい
る。
　注目すべきは、中小企業診断
士など会計人以外の専門家が講
師を務めている点だ。「会計」は
「税務」と違って独占業務では
ない。それゆえ、税理士以外に
も多くの専門家や精通者が関わ
ることができる――。多くの識
者が指摘していたことが、まさ
に現実となってきたわけだ。
　全国で普及活動やセミナーが
展開されつつあるが、「中小企業

の会計に関する検討会」WG 委
員に選任された櫻庭周平氏は、
「経営者などがセミナー等を受
講するだけでは実務的に対応が
十分できないと思います。やは
り『経営に役立つ会計』をサポー
トできる会計人のサポートが求
められてくると思います」と指

摘する。
　また、「中小企業庁が実施した
中小企業経営者の意識アンケー
ト調査では、『会計専門家に対し
て企業が求めるサービス』とし
て、税理士の本業ともいえる決
算書の作成は２割にも届いてい
ません。逆に、６割の経営者が
決算書の分析、それにともなう
経営指導やアドバイスを求めて
います。国や各機関による中小
会計要領の普及活動が積極的に
行われていますので、経営者の
関心も一気に高まることが予想
されます」という。

国も普及促進に全力!!
『中小会計要領』が本格始動

　櫻庭周平公認会計士・税理士が「中小会計要領」を徹底解説するＤＶＤ大
全集（販売元：株式会社ゼイカイ）。今回、『日税ジャーナル』の読者サービ
スとして、販売価格 39,800 円のところを 29,800 円（25％ OFF）の特別
価格で購入できます。
　所長税理士はもちろん、幹部職員やスタッフの研修教材として活用するこ
とで、中小企業経営者が求める「経営に役立つ会計」の理解を深めると共に、
新たな「会計＋経営」のビジネスモデルの構築も期待できます。
　ご希望者は下記の申込書をコピーして必要事項を記入の上、株式会社日税
ビジネスサービス・企画広報室まで FAX を送信してください。株式会社ゼ
イカイから本製品と請求書（特別価格）をお送りいたします。

本製品に関する
お問い合わせは、
株式会社ゼイカイ
（℡03-6280-7109）まで。

貴事務所名　 ご担当者名

数　　　量　　　　　　　　　　　セットご　住　所
（お届け先）

電話番号

〒　　　　‒

ＦＡＸ番号

㈱日税ビジネスサービス・企画広報室宛　　  FAX:03-3340-2514

『日税ジャーナル』読者サービス
「中小会計要領」を完全マスター!!

「中小企業の会計に関する検討会」ＷＧ委員の

櫻庭周平公認会計士・税理士が解説する

ＤＶＤ大全集が25％OFFに！！

職員向けの
研修ツールとしても

最適

職員向けの
研修ツールとしても

最適

大多数の中小企業が利用可能

他士業が会計セミナーを開催

今年２月に公表された「中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領）」。
これは、大多数の中小企業にとって利用可能な会計ルールで、経営力や資金
調達力の強化を目的としたもの。現在、国も普及活動に全力を挙げているが、
会計人以外の専門家たちも中小企業の『会計支援』に向けて動き出した。

お申込みは下記をコピーして、FAX通信でお願いします

国もパンフレットやリーフレットを
製作して全国に配布

櫻庭氏の中小会計要領の解説は
税理士会などの研修会でも人気

第１巻「中小会計要領」誕生の背景と実務ポイント　第２巻「現行の会計実務の問題」と経営の本質　第３巻「経営に役立つ会計の整備と運用」
収録内容  全３巻ＤＶＤセット＋ＣＤ（レジュメ、資料）

・申込書の個人情報は本製品の取扱いに使用し、他の目的には一切使用いたしません。
・日税グループの「個人情報のお取扱いについて」の詳細は、右記ホームページでご覧頂けます。http://www.nichizei.com/pmark.html
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――報酬自動支払制度を利用し
たキッカケからお聞きします
　勤務時代の事務所でも報酬自
動支払制度を利用していました
が、長い付き合いのお客様など
は、担当者が顧問料を直接集金
していました。私自身が担当す
ることはありませんでしたが、
先輩方の集金の苦労を見ている
うちに、自分が独立した時には
顧問料を現金で受け取ることは
やめようと考えていました。

――集金の苦労とは具体的に？
　お客様のところを訪問し、何事
もなく支払って頂けたら問題あり
ませんが、お客様が顧問料のこと
をうっかり忘れてしまうことも考
えられます。もし、私がそんな状
況に直面したら、どうやって話を
切り出そうか毎回悩んでしまうで
しょう。月次で訪問しているお客
様ならともかく、たとえば３カ月
に一度訪問するお客様は、顧問
料も３カ月分の支払いになりま
す。高額の報酬を受け取っている
わけではありませんが、まとめて

支払う場合はそれなりの金額に
なりますので、未収が生じた場合
などはもっと催促しにくいと思い
ます。

――確かに、顧問料の催促は気
が引けますね。
　サービスの対価として顧問料
を頂戴するのは当然ですが、現
金や振込みに関わらず、顧問料
を催促すること自体なるべく避
けたいのが本心ですね。報酬自
動支払制度は、そうした精神的
負担を解消してくれますので、
余計なことを考えずに自分の仕
事に集中することができます。
私のような性格の方にはピッタ
リだと思います。

――報酬自動支払制度について
関与先の反応はいかがでしょう
か。
　電気やガスなど日常生活でも
口座振替はたくさん利用されて
いますので、お客様も自然と受
け入れてくれています。特に、
顧問料を支払うために現金を用

意したり、金融機関への振込手
続きや振込手数料も必要ありま
せんので、新設法人など人手が
少ないお客様には大変喜ばれて
います。

――新設法人からの依頼も多い
のですか。
　起業２年以内のお客様には「ス
タートダッシュ応援プラン」と
して通常よりも安い顧問料を設
定していますが、このプランを
知って利用される方も多いです
ね。ただ、しばらくすると売上
が伸びて、応援プランの条件か
ら外れるお客様もいます。恥ず
かしい話、何となく顧問料の値
上げを言い出せずにいると、お
客様から「もう少し顧問料を値
上げしましょうか」と言われる
ことも少なくありません。

――お客様が満足しているから
こそ、値上げの話が出るのでは
ないでしょうか。
　自分では分かりませんが、一
人ひとりのお客様を大切にする

ことを心掛けています。税理士
はお客様の深いところまで立ち
入らないほうが良いと言われる
方もいますが、私は経営者や事
業主はもちろん、奥様からの相
談にも積極的に対応していま
す。すべて応えることはできま
せんが、自分自身も成長させて
もらえますので、できる限りの
お手伝いはしたいですね。
　こうしてお客様に時間を費や
せるのも、報酬自動支払制度の
おかげです。請求書の発行や入
金管理などの作業が省けますの
で、その時間を有効に使うこと
ができます。お客様との時間の
ほかにも、税理士仲間との勉強
会や租税教室、家族と過ごす時
間や趣味の時間も充実させてい
ます。運動が大好きでヒップホッ
プダンスを５年ほど習っていま
すが、発表会の時にはお客様も
見に来てくれています。

集金や未収の悩みがスッキリ
手間も省けて時間を有効活用

幸田順子税理士事務所（神奈川・川崎市）

          所長  幸田順子  税理士報酬自動支払制度

わたしの体験記わたしの体験記
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��飲食業界を取り巻く環境の変化から

お聞きします。

一昔前は、どんな飲食店でもそれなり

に経営することができましたが、最近は

閉店に追い込まれるお店も増えていま

す。それは不況の影響のほかに経営上の

悩みや問題を解決できないところが淘汰

されているように感じます。勝ち負けが

ハッキリする時代になってきたといえま

すね。

��経営不振の飲食店はどんな悩みを抱

えているのでしょうか。

個人店や小規模店の共通する経営上の

悩みとして、�１売上が伸びない�２売上は

あるが、お金が残らない��この２点が

挙げられます。売上が伸びない理由です

が、まず、儲かるお店を作るためのビジ

ネスモデルが確立されていないことが考

えられます。「What（何を）、Why（何

のために）、Who（誰に）、When（いつ）、

Where（どこで）、How（どのように）、

How much（いくらで）」といった５Ｗ２

Ｈは、繁盛店を作るための重要な要素で

すが、これらをアバウトに考えているオ

ーナーが少なくありません。

��そのほか、売上が伸びない理由とし

て考えられることはありますか。

飲食店のオーナーは、料理が大好きで

接客や心配りを大切にしている方も多い

ですが、増客増収に向けた販売促進の方

法が分からず、売上が伸びないケースが

目立ちます。大手チェーン店などは、商

品力接客力強化に加えて、販売促進の強

化を徹底しています。

��個人店でもクーポン券などを配って

いますが、こうしたサービスは販売促進

ではないのでしょうか。

クーポン券は有効なツールですが、そ

れ以前に、「お店に行ってみたい」「あれ

を食べてみたい」と思ってもらうことに

力を注ぐ必要があります。割引のクーポ

ン券などは、その思いを行動に移させる

ためのツールです。クーポン券を発行し

ても来客数が伸びないお店は、「とにか

く割引すればお客が集まる」などと勘違

いしている傾向があります。一時は来客

数が増えるかもしれませんが、固定客に

なってくれる可能性は低いでしょう。

��まず、お店や料理の魅力をアピール

することが重要というわけですね。

個人店に多いのですが、メニューの料

理の写真が美味しそうに見えないことが

あります。もし美味しそうに写っていた

ら、注文しなかった料理を食べるために

再び来店するかもしれません。個人店や

小規模店でも工夫を凝らしてアピールす

ることで、お店や料理の魅力を十分に伝

えることができます。大切なのは、そう

した意識を常に持っているかどうかで

す。

��税理士事務所の立場からどんなサポ

ートができるのでしょうか。

大きく２つの側面からサポートできま

す。ひとつは、飲食店経営に関する指導

・アドバイスです。経営のアドバイスと

いっても、そんなに難しいことではあり

ません。メニューの写真もそうですが、

目の前に改善すべき点がたくさんあるの

に、オーナーはそれに気付いていません。

たとえば、ランチは混んでいるのに、夜

の時間帯は来客数が少ない場合、ランチ

の時間に夜のメニューを置いていないこ

とが多々あります。オーナー自身がチャ

ンスを潰しているわけです。もうひとつ

は、数字の管理によって売上を伸ばすこ

とができます。飲食業に専門特化した会

計指導です。

��飲食店向けの会計指導があるのでし

ょうか。

経営の正常化を判断するための損益計

算手法があります。飲食店経営における

基本の数字で、お店の目標売上を決めた

り、経費コントロールに欠かせない数字

ですが、現場ではほとんど理解されてい

ません。飲食店は、材料費と人件費の管

理が経費コントロールのカギとなります

が、全体の何パーセントを人件費や材料

費に充てるべきなのか、多くのオーナー

があいまいに判断しています。「売上は

あるが、お金が残らない」という飲食店

は、この数字を理解していないことが主

な原因といえます。

��税理士先生にとって数字のサポート

は得意分野ですね。

その通りです。飲食店経営については

関連書籍がたくさん出版されていますの

で、それを何冊か読むだけでもノウハウ

の基本が分かると思います。飲食店の損

益計算手法を用いて経営状況を正確に把

握し、経営に関するアドバイスによって

売上が少しずつ伸びてくれば、顧問料の

アップも期待できると思います。１日わ

ずか１万円の売上を増やすだけで、毎月

約２５万円のアップです。一般企業には小

さくても、飲食店にとっては大きな金額

です。指導料として３万円を請求しても

高くない金額だと思います。ただ、記帳

代行など作業をメインとした付き合いの

場合、報酬の割には税理士事務所の負担

が重くなると思います。

��飲食店支援に特化する税理士事務所

は多いのでしょうか。

少ないですね。ただ、私ども一般社団

法人日本フードアドバイザー協会では、

飲食店の指導充実や顧問先拡大を目指す

会計事務所の組織「飲食店サポートクラ

ブ会計人会」を発足しましたが、すでに

多くの先生方が会員として参加されてい

ますので、飲食店サポートに関心を持っ

ている税理士先生は多いと思います。

��その会計人組織では、どんな勉強を

されていますか。

オーナーに対して「今が適正なのか？」

「問題はどこにあるのか？」といった気

付きを与え、根拠のある数値目標を示す

ための方法を勉強しています。しかし、

いきなり経営について口を出すと、オー

ナーは自分が否定されていると感じて怒

り出すかもしれません。逆に、経営に口

を挟むとオーナーに怒られるのではない

かと思い、アドバイスを躊躇してしまう

ケースも考えられます。そこで、会計事

務所の立場を活かし、オーナーが関心を

示すような数字の話から切り出していく

方法や、アドバイスする際の間接的な話

し方を学んでもらっています。

��最後に、税理士の先生方にメッセー

ジをお願いします。

平成１８年の総務省のデータによると、

日本における飲食店は７０万件以上、総事

業所数の約１３，３％を占める巨大マーケッ

トです。しかも、これから法人成りを考

えている個人店や小規模店が数多く存在

しています。税理士事務所の新しい事業

の柱として多くの先生方に飲食店をサポ

ートしていただきたいですね。

医療・建設業に続く第３弾は、日本の事業所数の１３．３％を占める飲食業界の

現状と課題、会計事務所に求められるサポートについてスポットを当てる。

一般社団法人日本フードアドバイザー協会が発足した飲食店サポートクラブ

会計人会の事務局長を務める若尾秀樹氏に話を聞いた。

９

シリーズ

▼
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～飲食業界編～

関関与与先先をを取取りり巻巻くく
現現状状とと課課題題、、今今後後のの行行方方

若尾秀樹（わかお・ひでき）氏

日本フードアドバイザー協会飲食店サポートクラブ
事務局長。２０１１年に、飲食店への指導充実・顧問先
拡大を目指す会計事務所の会「飲食店サポートクラ
ブ」を発足。現在、同クラブに加入し活動する９０を
超える会計事務所に対して、飲食店指導や顧問先開
拓に必要な情報やツール類の提供およびサポート業
務を行う。

平成２４年・夏号 業種別リサーチ
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「年間１２０万人」。これは平成２２年における被相続人の数だ。

現在、国会では相続税の大幅な改正案が議論されており、法案が成立すれば、

早ければ平成２７年から実施される。これまで相続税と無縁だった人にも

申告義務が発生してくるため、税理士事務所のサポートが不可欠といえる。

●被相続人は年間約１２０万人

被相続人の数が年々増加してい

るが、高齢化の影響などを受けて、

その傾向が顕著になってきた。

国税庁が公表した平成２２年分の

相続税申告実績（震災特例法によ

って申告期限が延長され平成２４年

１月１１日までに提出されたものを

含む）によると、平成２２年におけ

る被相続人数は、前年の１１４万１８６５

人から約５万５千人増加し、過去

最高の１１９万７０１２人となった

このうち、相続税の課税対象者

は４万９７３３人（前年４万６４３８人）

で、過去１０年間において最も多い。

これは、小規模宅地等の特例が改

正され、平成２２年４月１日以降の

相続開始から適用されたことも要

因のひとつといえるだろう。課税

割合は４．２％で、前年より０．１ポイ

ント上昇。課税割合の増加は３年

振り。相続税の納税義務者は２万

２７４０人で、前年と比べて７１２７人の

増加となった。

課税価格は１０兆４４７０億円（同１０

兆１０７２億円）で、被相続人１人当

たり２億１００６万円（同２億１７６５万

円）。税額は１兆１７５４億円（同１

兆１６１８億円）で、相続人１人当た

り２３６３万円（同２５０２万円）となっ

ている。

相続財産の構成比をみると、「土

地」４８．４％（同４９．７％）、「現金・

預貯金等」２３．２％（同２２．３％）、「有

価証券」１２．１％（同１２．０％）、「そ

の他」１０．６％（同１０．５％）、「家屋」

５．８％（同５．５％）の順となってお

り、「現金・預貯金等」は平成に

入ってから最高の構成比となっ

た。

●相続税の大増税が到来！？

今後の行方として気になるの

は、平成２７年から予定されている

相続税の見直しだろう。基礎控除

額が現行の５千万円から３千万円

へ引き下げられ、法定相続人１人

当たりの控除額も１千万円から

６００万円に縮小される。法定相続

人が３人の場合、単純計算で８千

万円の控除額が４８００万円に減額さ

れることになる。

死亡保険金の非課税枠も見直さ

れ、現状、法定相続人１人当たり

５００万円の非課税枠が定められて

いるが、その対象者が未成年者、

障害者または相続開始直前に被相

続人と生計を一にしていた者に限

定される。このほか、相続税の最

高税率の引き上げなど、資産家の

頭を悩ませる改正も間近に迫って

いる。相続税の見直しについては、

社会保障と税の一体改革に関する

特別委員会でも様々な意見が飛び

交っている。今後、何かしらの調

整が行われる可能性も否定できな

いが、いずれにしても増税の方向

に舵が取られ、法案が成立すれば、

相続税の課税対象者が増えるのは

間違いない。

中には、これまで相続税とは無

関係だった人、税理士事務所と付

き合ったことがない人も含まれる

だけに、税理士事務所に対する相

続対策や相続税申告の支援ニーズ

も一層高まってくるだろう。

～夏の海外旅行・健康対策もお忘れなく！～

夏休みシーズンを前に海外旅

行を計画している方も多いこと

でしょう。「どこを見学しよう

か」「何を食べようか」とガイ

ドブックのページをめくるのも

楽しいものです。そんな時、旅

行中の健康対策についても考え

ておきましょう。

海外旅行には時差がつきもの

ですが、その結果おきる体調不

良を時差症候群と呼びます。時

差が４時間以上あると発症する

ことが多く、睡眠障害や倦怠感

などがみられます。これを予防

するには現地時間に合わせた行

動を心がけることです。夜に到

着したら充分な睡眠をとるこ

と。眠れないなら少量の眠剤を

服用してもいいでしょう。到着

が昼であれば、屋外で太陽光を

浴びるようにしてください。

海外旅行中はその土地の名物

料理を食べるのも楽しみの一つ

です。しかし、注意をしないと

下痢をしてしまいます。旅先で

の食事はできるだけ加熱した料

理を選ぶのが下痢を予防するコ

ツです。水に関してもミネラル

ウォーターや加熱した水を飲む

ようにしてください。

海外旅行中は無理をしすぎて

疲労も溜まります。目的地への

移動だけでも大変な上に、「せ

っかく海外に来たのだから」な

どとハードなスケジュールを立

てることが原因です。これが若

い人であれば一晩で疲労も解消

されますが、高齢者で持病を抱

えている場合は、この疲労がも

とで心筋梗塞など命にかかわる

事態を招くこともあります。こ

のため、高齢者が海外旅行をす

る時は、日程に余裕をもたせ、

少しでも疲れたら休息をとるこ

とをお奨めします。

では、旅先で体調が悪くなっ

たらどうすればいいでしょう

か。軽い風邪や下痢なら、日本

から持参した薬を飲んで様子を

みましょう。それでも改善しな

い場合や、症状が強い時は現地

の病院を受診してください。ま

ずはホテルのフロントに連絡し

て、契約医を紹介してもらうの

が一般的な方法です。また、海

外旅行保険に加入していれば、

アラームセンターに電話をし

て、提携している病院を紹介し

てもらう方法があります。いず

れにしても、海外の医療費は高

くつきますので、旅行保険には

ぜひ加入しておいてください。

旅行中の健康対策をもっと詳

しく聞きたいという方は『トラ

ベルクリニック』を受診しまし

ょう。旅の専門医が健康に配慮

した海外旅行を指導してくれま

す。クリニックの所在は、厚生

労働省検疫所や日本渡航医学会

のホームページをご参照くださ

い。

１９８１年東京慈恵会医科大学卒業。米国Case Western
Reserve大学に留学し渡航医学を修得。東京慈恵会

医科大学・熱帯医学教室講師を経て、２００４年より海

外勤務健康管理センターの所長代理。２０１０年７月よ

り東京医科大学病院・渡航者医療センター教授。
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３分間の診察室
今号のドクター 濱田篤郎 先生

被相続人数 過去最高を記録
どうなる相続税の見直し

『日税ジャーナル』第６号

�株日税不動産情報センター創立３０周年記念

「相続特集号」１０月中旬発行
次号の『日税ジャーナル』（第６号、１０月中旬発行予定）は、

�株日税不動産情報センター創立３０周年記念として「相続特集号」

をお届けします。相続税調査を受けないための対策や相続税の

取扱いをめぐる注目判例、相続対策における贈与のトラブル、

消費税の落とし穴、広大地評価の実務ポイントなど、様々な企

画を準備中です。ご期待ください。

平成２４年・夏号 潮流



■団体制度の企画／開発／運営

システム収納代行、団体会員管理・サ

ービス

■税理士事務所経営関連

報酬自動支払制度ＰＯＳＴ・ｅ―ＮＥＴ、

人材派遣サービス、リサイクルトナー

販売取次

■コンサルティング関連

ファイナンシャル・プランニング、国

際税務フォーラム（会員制）、税理士

ＦＰ実務研究会（会員制）、Ｍ＆Ａ支援

サービス、株価算定サービス

■資格取得研修等のサービス

ＮＰＯアカウンタント養成講座、公益

法人アカウンタント養成講座、ＦＰ資

格取得研修、ＦＰ資格継続教育

■研修

「日税セミナー」「日税フォーラム」

■「日税メールステーション」

■「日税ＦＡＸ通信」

■全税共ＶＩＰ経営者大型保障制度取扱

■全税共「がん保険、医療保障」

（ＡＦＬＡＣ）取扱

■全税共「団体所得補償保険」取扱

■全税共「団体長期障害所得補償保険」

取扱

■東税協「集団扱火災保険」取扱

■千葉税協「集団自動車保険」取扱

■リスクマネジメント

■保険オーダーメイド

保険コンサルティング

（相続対策・資産形成・決算対策・コス

ト圧縮・事業承継対策・福利厚生）

■保険セミナー

企業リスク、資産家のリスクなど保険

に偏らないタイムリーな情報提供

■タイプ別ライフプラン相談

（個人・法人）

（お客さまの立場に立ったアドバイス）

発行‥ 〒１６３―１５２９ 東京都新宿区西新宿１―６―１ 新宿エルタワー２９階

ＴＥＬ‥０３―３３４０―６４９４ ＦＡＸ‥０３―３３４０―６４９５

本紙へのご意見・ご要望は、企画広報室へお願いします。 ＴＥＬ‥０３―３３４０―４４８８

■不動産売買仲介

不動産の売却・購入・交換の仲介、

権利調整

■不動産に関する情報収集・提供

物件調査・価格査定、広大地評価・

財産評価サポート

■不動産コンサルティング

不動産の有効活用、アセット・ソリュ

ーション事業、事業承継対策、不動産

Ｍ＆Ａ、相続対策

■建築に関する企画、設計、監理

■不動産鑑定評価

■選ぶ保険・選ばれる保険

・全税共「団体所得補償保険・団体医療

保険」、「団体長期障害所得補償保険」

他

・東税協「経営者大型保障プラン」他、

「集団扱損害保険制度」

・東地税協「団体保険（傷害・ゴルフ）」

「集団扱損害保険制度」

・千葉税協「集団扱損害保険制度」

「小規模企業共済」他

・埼玉税協「集団扱損害保険制度」

「小規模企業共済」他

■プロフェッショナルとして

（生命保険・損害保険）

家族を守る（相続対策、ローン対策）

企業を守る（決算対策、事業承継対策、

死亡・生存退職金対策）

■会員制医療クラブ

「ドクターオブドクターズ・クラブ」

先生、お困りの際は
いつでも日税グループへ�

＜調査・価格査定、相談無料＞

専門家集団が

総合的なコンサルティングにより

ベストソリューションを提供！

日税ジャーナル平成２４年・夏号
（年４回１月・４月・７月・１０月発行）

日税グループの
ホームページ http : //www.nichizei.com/

１２ 平成２４年・夏号


